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抗静電剤塗布エアパブル型緩衝材の

抗静電効果の持続Ｉ性
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PersistenceofanAnti-electrostaticEffectofAirBubbIeTypeCushions

SpreadwithAnti-electrostaticSoIvent
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エアバプル型緩衝材（商品例：トリコン等）はフイルム材質がポリエステルーポリエチレン積

層であり、梱包時や輸送時の振動により静電気を発生しやすい。このため抗静電剤を表面に塗布
し抗静電効果を得る方法があるが、効果の持続性についての評価は行われていない。そのため本

稿では保管状態による抗静電効果の持続`性について評価を行った。被試験体を換気のある－定温

湿度の部屋に放置した状態（開放状態という）と多数の同種の抗静電剤塗布緩衝材とともに密閉

した袋に保管した状態（密閉状態という）という２つの異なる雰囲気中に保存し、抗静電効果の

持続性を表面固有抵抗値で評価した。その結果、開放状態では、表面固有抵抗値が4800時間経
過で初期に比べ約１８倍となり、密閉状態では、4800時間経過後で初期状態の約５倍の抵抗値と
なったが、４８００時間以降では抵抗値が小さくなる傾向にあった。このことから抗静電効果の持
続性は保管状態により影響を受けることがわかった。
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抗静電剤塗布エアバブルjHl緩衝材の抗静電効果の緋続性

製造方法で作られた抗静電剤塗布エアバブル

型緩衝材である。緩衝材フィルムの材質は、

ポリエステルフィルムにポリエチレンを積層

させた複合フイルムである。これに抗静電剤

として一般に広く使われている米国ＡＣＬ社

製のStaticidcを１００倍に希釈、アクリルパ

イプ中に噴霧状に散布させ、そのパイプ'1ｺに

連続したエアバブル型緩衝材を通過させるこ

とにより、原液換算でｌｍ２あたり３．５，，９を

表面上に塗布した。その後、糸車状のローラ

に巻き取り、２４時間乾燥させた。米国ＡＣＬ

社製のStaticideの公表されている内容成分

を表１に示す。

１．はじめに

エアバブル型緩衝材（商品例としてトリコ

ン等がある）はフィルム材質がポリエステル

ーポリエチレン積層（以下、ＰＥＴ－ＰＥと

略す）であり、梱包時や輸送途'１１の振動など

により静電気を発生しやすく、包装内容１W,へ

のホコリ付着や電気製品等の不具合の原因と

なる。この対策として抗静電剤を表面に塗布

することにより抗静電効果を得ることができ、

商品化されている。しかし、表面に塗布され

た抗静電剤が蒸発等により抗静電効果が弱く

なる恐れが懸念されておりながら、現在まで

その評価は行われていないため、保管状態が

確立されていない。そのため、本稿では、抗

静電剤を表面に塗布したエアバルブ型緩衝材

を２種類の異なる保管状態においた時の抗静

電効果の時間的変化を評価することにより、

保管状態が与える抗静電効果の持続性への影

響を検討した。

TabIelComponentsofStaticide

2.2抗静電効果の評価方法

帯電の評価方法として、灰付き試験、摩擦

帯電圧測定法、摩擦帯電電荷量測定法など

様々な種類がある。本実験では、同一サンプ

ルの経時変化を観察するため、非破壊かつ、

表面状態が推測できるという判断から、表面

固有抵抗の測定を評価方法として選択した。

表面固有抵抗は、一定距離間の電位差測定

により、材料の表面の導電性を評価するもの

で、熱硬化性プラスチックー股試験方法JIS

K6911-l995の５．１３抵抗率の項3）に準拠し

た。測定に用いた機器として旧Hewlette

Packard社（現AgilentTechnology社）の

HighResistanceMeter4329Aと同社のResis

tivityCelll6008Aを使用した。

表面固有抵抗値による抗静電効果の評価は、

2．実験方法

2.1抗静電エアバブル型緩衝材の作成

帯電防止緩衝材を作る方法として、練り込

み法、導電性付与法、表面塗布法などがある。

そのうち、帯電防止剤をプラスティック製緩

衝材の表面に塗布する方法は、工程が容易で

即効性があり、短期的に効果を得ることがで

きるという利点がある。一方、塗布された帯

電防止剤の膜厚は通常サブミクロン以下であ

り、実用的には０．Ｍｍ以下でもよい場合が

あるが、水洗い、摩擦などに対する耐久性が

他の方法に比べ弱い]）２)。

今回の実験で用いたサンプルは、一般的な

－１１０－
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摩擦による帯電圧の試験方法（織物及び編物

の帯電性試験方法：ＪＩＳＬｌＯ９４-1997,5.4

摩擦帯電減衰測定法4）に準拠した初期帯電

圧の測定）によって互いに相関があることか

ら確認された。その結果をＦｉｇｌに示した。
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Ｆｉｇ２に示す。残りの５サンプルはこの部屋

内で袋等に密閉せず、調湿空気にさらした状

態で放置した（今後、開放状態と呼ぶ)。
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FiglStaticvoltageforsurfaceresistivity．

2.3実験方法

本実験では、抗静電エアバブル型緩衝材製

造後の保管状態が抗静電効果の持続性に及ぼ

す影響について表面固有抵抗の時間変化によ

り評価した。今回の実験に用いた部屋の内寸

は、幅119ｍ、奥行７５ｍ、高さ２４ｍで、

柱等の突出などがあり内容量は約200,3で

ある。￣方、実験時の換気能力は１２，３/､in、

に設定しており、1時間あたり３．５回程度の

部屋の空気の入れ換えを行った。また、この

実験室は２３℃/50％の－定温湿度にコントロ

ールされている（包装材料試験用恒温恒温室

を使用)。実験では、抗静電エアバブル型緩

衝材'ｏサンプルを任意に抽出して袋状の状

態からシート状に開き、５サンプルを出荷梱

包状態である多数の抗静電エアバブル型緩衝

材とともに1つの袋に入れこの部屋に保管し

た（今後、密閉状態と呼ぶ)。この状態を

3．実験結果

開放状態での表面固有抵抗値の時間変化の

結果をFig.３に示す。５つのサンプル

(SampIel-5）とも時間とともに表面固有抵

抗値が大きくなる傾向であることがわかる。
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が大きくなり、スタート時での表面固有抵抗

値に比べ4800時間で約18倍となった。密閉

状態においても、時間とともに抵抗値が大き

くなったが、その割合は開放状態にくらべ約

４分の１と緩やかであり、４８００時間後で約

５倍となった。また、４８００時間以降では抵

抗値は小さくなる傾向があり、７２００時間で

はほぼ初期値と同様の値となった。

この規格化した開封状態での表面固有抵抗

値と密閉状態での表面固有抵抗値について、

測定時間ごとに統計上の有意差をｔ検定で評

価した。その結果を表２に示す｡720時間（３０

日間）では、危険率５％および１０％において

有意差はなかった。1440時間（60日間）では、

危険率5％では有意差はなかったが、危険率

１０％では有意差が認められた｡2400時間(100

日間)、3120時間（130日間)、3840時間（１６０

日間)、４８００時間（200間)、および7200時

間（300日間）では、危険率5％ですべて有

意差が認められた。これらの結果から、開放

状態での保存と密閉状態での保存の違いで、

表面固有抵抗値に統計上有意な差が生じ、時

間的に長く保存すれば有意差が拡大すること

がわかった。
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Fig4Fluctuationofsurfacereslstivityfor
thesealedcondition．

また、ｌＯｘｌＯ１２（｡．ｃ､）程度を上限とし、

それ以上の増加傾向は見られなかった。

密閉状態での結果をFig.４に示す。全ての

サンプル（Sample6-lO）とも４８００時間程

度までは表面固有抵抗が増加傾向にあるが、

それ以降では減少傾向となり、7200時間では、

初期の抵抗値に非常に近くなった。

Fig.５に、開放状態、密閉状態における表

面固有抵抗値について、スタート時（０時間）

を１として規格化した平均値および標準偏差

を示す。開放状態では、時間とともに抵抗値
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材質がPET-PEであるエアバプル型緩衝

材は梱包時や輸送途中の振動などにより静電

－１１２－

Ｔｉｍｅ

(hour）
720 １４４０ 2400 3120 3840 4800 7200

t､test

result
× △ ○ ○ ○ ○ ○



日本包装学会誌Ｖｏｌ.１３ノVb2cOO4ノ

管状態による緩衝材の抗静電』性能の差は生じ

ないが、それを越えた場合には保管状態によ

り性能に差が生じることがわかり、３００日の

保管に対しては、効果継続のため密閉状態が

必要であることが判った。

気を発生しやすく、その静電気が原因となり

ホコリ付着や電気製品等の梱包物に不具合を

生じさせる危険性がある。この対策として抗

静電剤を表面に塗布することにより抗静電効

果を得ることができるが、緩衝材製造後の保

管方法や出荷後の保管方法による抗静電効果

の変化についての評価はされていなかった。

このため、本稿では保管状態による抗静電効

果の変化について表面固有抵抗値を測定する

ことにより評価した。その結果、開放状態と

密閉状態との比較では７２０時間（３０日間）

程度では、有意な差が得られなかったが、

1440時間（６０日間）では危険率10％で有意

差が得られ、2400時間（100日間）以降では、

危険率5％で有意差が認められた。これらの

ことから、保管期間が３０日以内であれば保
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